
日本全体で人口減少が進む中、自治体間競争による人口の奪い合いでは

根本的な解決になりません。日本の希望出生率は「１．８」と言われてい

ますが、町田市を含めて多くの自治体で希望が叶っていない状態です。少

子化対策は国がすべきものという考えではなく、行政サービスを提供して

いる基礎自治体としても子育ての希望を叶える取組ができるはずです。

町田市では、この問題に果敢に取組む先進的な自治体を目指すことを、

まちづくりの方向性を考える起点として考えます。「子どもが育ちたいと

思うようなまち、子どもが住んでよかったと思うまち、子どもを産み育て

たいと思えるまち」が実現するためには、お互いを信頼できる社会や幸せ

を感じられる社会が必要だと考えられます。幸福感や信頼感の高い社会を

つくることにより、出生数が増え、更にそこに人が集まり社会増にもつな

がります。

町田市においては、「まちだ〇ごと大作戦１８-２０」のような地域で

つながりが生まれる取組が進み、実際、多くのつながりが誕生しています。

人や地域のつながりは、子どもから大人まで多くの人を支えやさしく包

み込んでくれます。それは、つながりを苦手とする人に対しても、何か

あったときには支え合いの中に迎えられるものであり、そうしたなんとな

く家族のようなつながりが人口減少時代におけるまちの魅力の一つになる

ことが考えられます。

そして、地域の人が自分たちの地域に必要なことを一緒に考えて、地域

資源の使い方を含めて地域をつくり続けることが、地域のつながりを一層

強くすると考えられます。

このような、なんとなく家族のような温かい人と人とのつながりが感じ

られる昔懐かしいまちの姿を目指し、継続させることをまちづくりの方向

性と考えます。

●子どもが育ちたいと思うようなまち

●子どもがここで育ってよかったと思うまち

●子どもを産み育てたいと思えるまち

●まちがなんとなく家族のようなまち

●人と人が手を取り合い地域をつくるまち

●多様性を認め合えるまち

AIやICTなどのテクノロジーの発展により仕事のあり方や仕事の仕方が

大きく変わることが考えられます。

仕事をする観点からは、町田市内で仕事をする価値を提供することによ

り、市内に働く場所を集積させるなど、多様な働き方を実現できます。今

後、共働き世帯が当たり前となる状況も考えると、職住近接という生活圏

に近いところで仕事ができることが大切になります。

そして、仕事以外の時間である自分の時間への対応も必要です。まちに

ある緑に親しめる、地域で様々なイベントがある、誰かのために活動をす

る、そこへの交通アクセスが充実しているなど、暮らしを豊かに楽しくで

きるようなちょうどいい環境が多くの人を惹きつけます。

町田市を、仕事や仕事以外の時間を楽しめ、ワクワクできるまちとする

こと。このことをまちづくりの方向性と考えます。

●豊かな暮らしができるまち

●ちょうどいい楽しいまち

●自分のライフにワクワクできるまち

2040年を見据えた課題

2040年を見据えたまちづくりの方向性と課題

まちづくりの方向性

別紙２

・ 何でもありでなく、子どもが安心して出かけられる

まち（町１A）

・ たくさんの子どもと元気な高齢者がつながるまち

（相原B)

・ 人と人がふれあい、自然が豊かな大人になっても

戻ってきたいまち（小山C）

・子どもは楽しい。高齢者は安全。住むなら相原（相

原D）

・大人も子ども居場所があるまち（小山F）

・地域の「輪」を強めて皆で子育てできるまち

（高・成C）

・３世代で住みやすい働く場やコミュニティがあるまち

（相原A）

・個性的なお店が存在でき、子どもも大人も楽しめるま

ち（町1A）

・良いとこ取りで心地よいまち（鶴川B）

・緑の中で人と人がつながるまち（鶴川C）

・人と人、自然が育む、豊かな町田市（鶴川D）

・コンパクトで循環型のまち（小山B）

・誰もがやりたいことができる人間味あるまち（小山

D）

・まちと人がうまく循環して、住んでいて”ちょうどい

い”まち（高・成A）

・女性の生活を考えて、自然と都会の共存できる街

（高・成C）

・多様な世代がマッチングできて関わり合えるまち。全

体が大家族

（町１B）

・愛着がもてるまち（町１C）

・バスの中で知らない人とも会話ができるまち

（鶴川A）

・近所の人に怒られるまち（鶴川A）

・生涯を見守るまち（小山A）

・世代も地域もボーダレスなまち（小山C）

・昔と今と未来が見えて生活環境が整った小山町

（小山E）

・人がつながり、自然が豊かで、みんなが安心して暮ら

せるまち（小山G）

地域からの“住みたい”“なりたい”まちの姿

＜少子社会＞

・人口減少に伴い、地域に子どもが少なくなる。

（町田市将来人口推計）

＜超高齢社会＞

・超高齢社会により、認知症高齢者が増加する。
（「超高齢社会における東京のあり方懇談会」政策

提言）

・人口減少による労働力不足の結果、これまで以

上に外国人人材が増え、社会が多文化を受け入れ

る必要がある。（「未来の東京」への論点（東京

都））

・高齢者のみ世帯や高齢者単独世帯の増加により、

老々介護や閉じこもり、孤独死などの社会問題が

増加する恐れがある。（「超高齢社会における東

京のあり方懇談会」政策提言）

＜技術革新＞

・「Society5.0」の実現や「第4次産業革命」

などにより、AIやICTなどのテクノロジーがさら

なる発展を遂げる。（町田市基礎調査報告書）

・テクノロジーの発展により、利便性が高まり、

買い物や移動など生活に関わる行動で、他者との

関わりが極端に少なくなる可能性がある。生活利

便性は高いが、孤独な社会になる恐れがある。
（日経スタイル18年2月20日）

・外出して買い物をしなくてもよくなるため、身

近な商店や駅周辺の商業施設などの衰退の懸念が

ある。（日本経済新聞 19年9月23日）

＜子育て不安＞

フルタイムでの共働きが当たり前になり、少子化

は進むが保育ニーズは高まり、ワンオペ育児など

子育てに対する不安が残り続ける。（町田市を取

り巻く社会経済状況の変化への対応）

＜働き方＞

・時間や空間に縛られない働き方が日常になる。

一方で、顔を合わせたコミュニケーションは重要

になる。（スーパーメガリージョン構想検討会・最

終とりまとめ）

・一定程度は、集まって仕事をすることが就業ス

タイルとして残る。（日経スタイル1９年9月29

日、日経クロステック19年9月30日）

・テクノロジーの発展や働き方改革により、生き

るための糧を得る“仕事”へ費やす時間は減少し、

“仕事”以外の時間が増加する。（日経産業新聞

19年9月20日、日本経済新聞17年8月7日、

NTTD経営研究所調査）

＜気候変動による自然災害＞

・地球温暖化による気候変動によって、自然災害

は全国的に経験がないような激甚化をしている。

町田市においても、首都直下型地震発生の可能性

や、大規模台風による風水害に見舞われる可能性

がある。（「未来の東京」への論点（東京都））

【社会の姿に関する課題】

■新たな時代に求められる能力が身につく学習

を、子どもから大人まで受けられる環境の整備。

■同世代の子どもたちが一緒に学び遊び、地域

ともかかわりが持てるまちをつくる

■まちが一緒に子育てをしてくれているような

環境をつくる

■保護者から子どもへ愛情がたっぷり注がれる

ように、保護者自体への支援を充実させる

■性別や国籍、障害、認知症、年齢など多様な

人々が、多様性という言葉で表されない、すべ

ての人が個人として尊重される社会をつくる。

■町田市が取り組んでいる子どもや認知症にや

さしいまちづくりを多分野で展開する。

■技術革新による利便性を誰もが享受できるよ

うに世代間のデジタル格差解消を進める。

【ライフスタイルに関する課題】

■自分の時間を楽しむため、文化・芸術・ス

ポーツを身近に親しめる環境を整備する。町田

にある文化・芸術やスポーツを楽しめる町田で

暮らすライフスタイルをつくる。

■人から品物を買う楽しさや、品物を選ぶ楽し

さが感じられるように、買い物することができ

るまちを維持する。

■楽しめるイベントがまちで、中心市街地など

都市の核となる場所で定期的に開催されていて、

まちが動いている環境をつくる。

■年齢や性別などに関わらず、自分の夢や希望、

“したいこと”“ほしいこと”が多くの選択肢

の中から“選ぶこと”“選ばないこと”ができ

るまちをつくる。こうした、40万人まるごと

自己実現地域をつくる。

■町田市内で仕事をするという価値を提供でき

るまちにする。

■ライフスタイルに合わせた住まいを選択でき

るまちにする。

■ライフステージに合わせて住まいを変える住

まい方を広める。

【地域の姿の課題】

■市内にある地区協議会や町内会・自治会など

地域に住む様々な人が、助けあい、支え合う、

地域コミュニティを継続させる。

■地域とのつながりの強さ弱さを選ぶことがで

きつつも、地域の中で誰も取り残されないよう

なコミュニティをつくる。

■災害時に、住んでいる地域であることを問わ

ず助け合いによって、災害対応や復旧、復興が

進む町をつくる。

2040年に想像されるまちの姿2040年に向けた課題

※「2040年に想像されるまちの姿」は、社会状況の変化のうち、主に「人口減少・少子高齢社会の到来」や「働き方改革・Society5.0

に伴うビジネススタイル・ライフスタイルの多様化」、「第４次産業革命等に伴う産業構造の変化」を基に、作成しています。



≪創 造 性≫ 「革新的なサービスを生み出す市民満足度の高い行政経営」 「町田市の強みと魅力を活かした戦略的な行政経営」
≪連携・協働≫     「市民から信頼と共感を得られる行政経営」 「市民の主体性を尊重し、多様な担い手が公共サービスの主体となる開かれた行政経営」

町田市が将来に渡って選ばれ続けるためには、町田市の持つ強みや魅力を活かし、市民とともにこれまでにない魅力や新しい価値を創りあげ、市民一人ひとりが幸せを感じることが大切です。
そのためには、市民とともに持続的に成長していくことができる仕組みをつくり、市民の期待に応え、市民から信頼される行政経営を実現していきます。
それを実現するため、『知識・技能を持つ多様なパートナーと新たな価値を共創する公共サービスのオープン化』と『最先端の技術を活用した快適で利便性の高いまちを実現する公共サービスのスマート化』を行っていくことが重要だと考えます。
世の中の変化を的確に捉え、常に変革し続けることができる経営能力の高い職員を育成していくことで、革新的なサービスの創造と生産性の向上を両立していきます。
このことを町田市の行政経営における基本姿勢とします。

≪ ２０４０年を見据えた今後の行政経営の方向性 ≫

町田市を取り巻く行政経営の主な現状と課題

【職員意識・職場環境】
■約７割の職員が仕事・職場に満足し
ている
■長時間労働をしている職員が減少し
ている（254職場・2016年度→171
職場・2018年度）
■多様な就労形態を導入している（時
差勤務、テレワーク等）
■入職してから５年以内に退職する職
員が多い

【市民等との連携】
■ＳＮＳなどを使った情報発信の展開を
している
■地域の課題解決に取り組むNPOや地
域組織に対しての支援を目的とした地域
活動サポートオフィスを開設した
■官民共同の区画整理事業やDBO事業
方式(公設民営)など民間事業者と連携し
た取り組みを実施している

【技術の発展】
■事業者や関連自治体と連携してAI-
OCRの実証実験を行い、高い正読率が
確認できている
■下水処理技術や高齢者の見守りなどの
分野において、ＡＩを使った実験を実施
した

【市職員】
■職員の約２割が４９～５３歳であり
１０年後に退職のピークを迎える
■２０歳代・３０歳代は女性職員の方
が多い
■毎年８０名程度（女性職員の５～
６％）が育休を新規取得している

【課題】
■従来の半数の職員でも自治体が担うべき機能
を発揮できる仕組みが必要となる
■今後の退職を見据えた人材確保や組織体制の
整備が必要となる
■子育て世代等のフルタイム勤務が難しい職員
が活躍しやすい環境の整備が必要となる

【課題】
■自治体への就職を目指している学生等から選
ばれる職場となっていくことが求められる
■働き方改革に基づき、長時間労働をしている
職員や部署の減少に努めていく必要がある
■柔軟な働き方を検討していく必要がある
■職員が定着する職場環境の整備が求められる
■職員が町田市役所で働いていることに誇りを
もてる職場づくりをしていく必要がある

【財政状況】
■市税収入は700億程度で横ばいに推
移している
■税収が伸び悩む一方で、社会保障関係
経費や公共施設の維持補修費が増加して
いる

【課題】
■生産年齢人口の減少等により、緩やかに市税
収入が減少していくことが予想される
■高齢者人口の増加（特に団塊ジュニア世代の
高齢化）に伴い、社会保障関係経費が増加する

【課題】
■最新の技術を活用した効率的な行政経営が求
められる
■行政手続のオンライン化など技術を活用した
新たなサービスを生み出していく必要がある
■情報セキュリティの確保が求められる

【課題】
■地域組織への権限移譲など、町田市と地域と
の役割分担のあり方について検討していくこと
が求められる
■多様なツールを活用した戦略的な情報発信が
求められる
■民間資金やノウハウ等を呼び込むための仕組
みづくりや、町田市に投資したいと思ってもら
える行政経営に取り組むことが求められる

【先進性、独自性への取組】
■調査分析を行い、調査結果に基づい
た課題解決に取り組んでいる
■徹底した自治体間比較に基づいた業
務改革・改善に取り組んでいる
■全国に先駆けた先進的な取組や町田
市独自の取組を行っている

【課題】
■調査結果に基づいた公共サービスを提供して
いくことで、より市民満足度を向上させていく
ことが求められる
■先進性、独自性の高い事業を展開することで
個性を打ち出していくことが求められる

【組織経営機能の強化】
■全ての部署に共通する事務について
は、標準化・効率化に取り組んでいる
■法定事務や稼働時間が多い事業につ
いては集中的に見直しを図っている
■比較の観点で事務プロセスを見直し、
具体的な業務の改善につなげている
■経営資源の有効活用や各部間の連携
を図るべく、総務担当課が中心となっ
て調整を行っている

【課題】
■業務のリスクの識別や評価が求められる
■的確かつ効率的な事務執行などあらゆる分野
における統制が求められる
■職員の服務規律保持、法令遵守、倫理保持へ
の要請が高まる
■公正な職務の執行と適正な行政運営の確保が
求められる
■大規模災害発生時における災害応急対策の要
請が高まるとともに、復旧・復興対策への主体
としての役割が求められる
■業務継続のために必要となる執行体制や必要
な資源の確保等の整備が求められる

＜課題解決のための重要な視点＞
「コラボレーション」 「スマート自治体」 「ブランディング」

【生産性向上】
■定型業務の大半をＡＩで対応できるよう
にしていく
■職員は革新的な政策を生み出すことに注
力していく
■調査分析により、現状把握と課題の明確
化に努め、効果的に課題を解決していく

【共創】
■市民・事業者などと一緒に課題に向き合
い、目標設定の段階から市民・事業者など
が連携し、異なる視点や価値観のもと意見
を出し合っていく
■多様な視点で意見を出し合うことで、こ
れまでにない町田市の魅力や価値を「共
に」「創り」あげていく
■民間資金や民間のノウハウを活用した事
業展開など、より効果的・効率的な行政経
営を行っていく

【人材育成】
■自身の役割と責任を強く意識し、業務を
自分事として捉えるオーナシップ思考と自
己革新意欲を有する職員を育成していく
■すべての職員が自分らしく働き、持ちう
る力を十分に発揮できるようにしていく

【構造的収支不足】
■市税収入が減少する
■社会保障関係経費や公共施設の維持補修
費をはじめとする歳出が増加していく
■構造的収支不足が拡大していく
■地方交付金の額が減少していく可能性が
ある

【公共施設の再編】
■施設利用者数が減少する
■少子化の進行による学校施設再編の必要
性が生じる

【人材確保】
■労働力不足により人材確保が難しくなる
■高齢者の就労意欲が高まる
■出産・子育て期にあっても就労できる場
所・環境への要請が高まる

【就労形態】
■組織や場所にとらわれない多様な働き方
がスタンダード化してくる
■人材不足に対応するため長期に渡って活
躍できる職場環境の整備が必要となる

【課題】
■町田の強みを活かした独自性の高い事
業や先進的な事業に取り組むことで、町
田市の魅力と個性を打ち出していくこと
が求められてくる

【課題】
■人口・財政規模の縮小に伴う、職員規
模の縮小が要請されてくる
■共通した課題に対しては圏域内の自治
体で連携しながら対応していくことが求
められてくる
■市民・事業者、地域団体など公共サー
ビスの担い手が多様化してくる
■生産年齢人口を確保するため、ファミ
リー層を呼び込む施策や２０代の転出超
過を防ぐ対策などが求められてくる

【テクノロジー】
■「Ｓociety5.0」の実現や「第４次産業革
命」などにより、ＡＩやＩＣＴなどのテク
ノロジーがさらなる発展を遂げる
■テクノロジーの発展により、買い物や移
動など生活に関わる行動で他者との関わり
が極端に少なくなる可能性がある
■生活利便性は高いが孤独な社会になる恐
れがある
■外出して買い物をしなくてもよくなるた
め、身近な商店や駅周辺の商業施設などが
衰退する可能性がある

２０４０年にかけて起こる主な変化・課題

【戦略性】
■町田市として特に注力していく重点事業
や主要事業に集中的な投資をしていく
■最新のテクノロジーを活用した新たな
サービスを生み出していく
■自治体間比較はもちろん、官民間の比較
も行い、データに基づいた事業立案・事業
展開を行っていく

【強靭性】
■災害対策をはじめ、あらゆる業務の継続
性を確保するための体制を整備し、市民か
ら信頼される組織をつくっていく

課題解決に向けた行政経営の視点

【自治体間格差】
■自治体間において、行政サービスの競争
が激化する
■自治体間における行政対応力の格差が拡
大する
■自治体間で生産年齢人口の奪い合いが生
じる

【人材登用】
■めざす職員像の資質を備えた人材を確保
していく
■求める専門知識や技術を有する人材、経
験を有する人材を随時確保していく

【多様な働き方】
■仕事と家庭の調和が保たれ、誰もが健康
に働けるいきいき職場にしていく
■職員と組織の負担を軽減することができ
る多様な就労形態を導入していく
■職員からも選ばれ続ける職場づくりをし
ていく

【目標管理】
■適切な目標や成果指標を設定し、成果を
生み出し続けることのできる体制を整備し
ていく

【基盤整備】
■共創を促進するための庁内体制や支援制
度を整備していく
■職員の意識を改革し、市民の意識を醸成
することで共創の基盤づくりをしていく

【市有財産】
■公共施設の量的削減を含めた適切・適正
な再編に取り組んでいく

【財政】
■歳出削減に努めるとともに、新たな財源
確保に努め、将来負担への対策を講じてい
く

【ブランド化】
■町田市のブランドイメージに基づく先進
性、独自性の高い事業を展開し、人や企業
を惹きつけていく
■全ての職員が市民視点を強く意識し、市
民満足度の向上を最優先に考えていく

【多様性】
■子どもや高齢者など、全ての人が持てる
力をフルに発揮し、活躍することができる
仕組みを整備していく
■多様化・高度化する市民ニーズに対し、
適切な対応をすることで、市民の期待に応
え、市民からの信頼を獲得していく

【オープン化】
■多様な主体が公共サービスの担い手にな
れる環境を整備していく
■最適な担い手と一体となって地域の課題
を解決できるよう、外部からのアイデアと
スキルを受け入れる仕組みを構築していく
■行政の持つ情報を活用しやすい形で共有
していく

【人口減少】
■町田市の人口は2019年から２０４０年
にかけて約９．３％減少する
■人口減少に加え、人口構造が大きく変化
する
■生産年齢人口が約２割減少する
■従来のフルセット型の行政経営では立ち
行かなくなる

【課題】
■新たな価値を生み出せるよう、行政の
持つ情報をオープン化していくことが求
められてくる
■これまでにない新たなサービスを生み
だしていく必要がある
■ロボット・ＡＩ等のＩＣＴを活用した
行政経営が求められてくる
■事業者等との連携による公共サービス
レベルの向上が求められてくる

【課題】
■雇用コストが増加する
■高齢者や子育て期女性等が活躍できる
多様で柔軟な働き方への対応が求められ
てくる

【課題】
■ヒエラルキー型組織からフラット型組
織への変革が求められる
■課題ごとに部署や組織を横断したプロ
ジェクトチームをつくり解決していくこ
とが求められる
■学び直し、副業・兼業、地域活動など
一人ひとりの活動の幅を広げる機会への
要請が高まる

【課題】
■多様な担い手との連携による公共サー
ビスの補完が必要となる
■真に必要なサービス量を提供するため
の利用者負担が求められてくる

【課題】
■調査分析に基づいた公共施設の再編の
検討・調整に直面していく
■道路、公園、学校などの公共施設の民
間転用の検討が求められてくる

【課題】
■高齢者像を再定義し、能力や経験を十
分発揮できる環境の整備が求められてく
る
■すべての人が個人として尊重される社
会が求められてくる
■町田市が取り組んでいる子どもや認知
症高齢者にやさしいまちづくりを多分野
で展開していくことが求められてくる

【超高齢化】
■超高齢化社会により、認知症高齢者が増
加する
■人口減少による労働者不足の結果、これ
まで以上に外国人人材が増えていく
■高齢者のみ世帯や高齢単身世帯が増加す
る
■老々介護や孤独死、看取りなどの社会問
題が増加する恐れがある

【圏域マネジメント】
■国・都・近隣自治体等と連携し、課題解
決の先頭に立っていく
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